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等活用事業推進委員会から「モニタリング

に関するガイドライン」（以下、ガイドライン）

が公表された。ガイドラインでは、「モニタリ

ングとは、選定事業者による公共サービス

の履行に関し、約定に従い適正かつ確実

なサービスの提供がなされているかどうか

を確認する重要な手段であり、選定事業の

公共施設等の管理者等の責任において、選

定事業者により提供される公共サービスの

水準を監視（測定・評価）する行為」と位置

付けている。また、モニタリングの実施にあ

たっては、民間事業者に対する関与を必要

最小限のものにすることに配慮しつつ、PFI

事業契約でモニタリング実施方法について

合意しておくこととされている。モニタリング

は、事業選定者によって提供される公共サー

ビスの水準を監視（測定・評価）することと、

事業選定者が安定的、継続的に公共サー

ビスの提供可能な財務状況にあることを確

認することが考えられるが、ガイドラインで

は、主に公共サービスの水準の監視につい

て解説されている。

ガイドラインでは、通常時に公共サービス

の水準を確保・維持するための仕組みとし

て資料1のステップを示している。

モニタリングの実施

資料1のサービス水準の測定・評価（モニ

タリング）では、あらかじめ事業選定者が提

供する公共サービスの履行状況を検証す

るための指標を設定し、事業選定者はその

指標の推移を管理者等に報告することとな

る。PFI事業では、管理者等は事業選定者

から公共サービスを購入することになるた

め、指標はアウトカム（成果：住民に対する

便益）と関連したものでなければならない。

事業選定者には、指標の基礎となるデー

タの収集、目標値と実績値の差異分析、差

異が生じた場合の改善プロセスの確立な

ど、品質管理のための内部統制を確立す

ることが求められる。また管理者等は、事業

選定者からの報告に基づいて履行内容の

確認を行うこととなるが、併せて事業選定

者の内部統制の状況についてもモニタリン

グの基礎とすることができる。

ガイドラインでは、「公共サービスの水準

の確保、維持を図るため、選定事業者が債

務不履行確認時に自らの責任でこれを改

善する」ことを前提に、要求水準が満たさ

れない場合には、改善のための一定期間

の設定や、経済的動機から改善を促すた

はじめに

平成11年7月に「民間資金等の活用によ

る公共施設等の整備等の促進に関する法

律（以下、PFI法）」が成立し、これ以降、国

内においても社会資本整備のひとつの手

法として多くの自治体でPFI事業が進めら

れるようになった。自治体では財政状況が

悪化する中、PFI事業はLCC（Life Cycle

Cost）の削減と初期投資負担の軽減効果

から新たな社会資本整備の方法として魅

力的なものである。しかし、安易なPFI事業

の導入は、公共サービスの安定的な提供を

損なうとともに自治体の財政後年度負担が

増大し、自治体の財政規律が守られないこ

とになる。そこで今回、PFI事業導入にあた

り、安定的、継続的な公共サービスの提供

が確保されるために重要となるモニタリング

について解説する。

モニタリングの
重要性・ガイドラインの概要

多くの自治体でPFI事業の導入が進む

中、安定的、継続的な公共サービスの提供

を確保するため、本年6月23日に民間資金
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めの支払額の減額措置が考えられる。

選定事業者の財務状況の
モニタリング

PFI事業において安定的、継続的に公共

サービスが提供されるためには事業選定者

の財務状況が良好であることが不可欠で

ある。そこでガイドラインは、「管理者等は、

公共サービスの要求水準の確保や事業継

続性を担保するため、選定事業者が安定

的及び継続的に公共サービスの提供が可

能な財務状況にあることを確認する必要が

ある」とし、その具体的な方法として「定期

的に選定事業者から提出される監査済み

の財務諸表について、選定事業の健全な

運営を阻害するおそれのある事象あるいは

原因を確認する」ことや「選定事業に重大

な悪影響を与えるおそれがある事態が発

生した場合には、必要に応じ専門家による

調査などを実施する」ことが示されている。

PFI事業が安定的に運営されるためには

SPC（Special Purpose Company／特定

目的会社）の財務状況をモニタリングする

だけでは不足である。PFI事業では、SPC

のもとコンソーシアムを構成する各企業から

公共サービスが提供されることとなる。例え

ば、SPCの財務状況に影響を与えなくても

コンソーシアムを構成する一企業の財務状

況が悪化すれば予定された公共サービス

の提供が滞ることになる。したがって、PFI

事業における財務状況のモニタリングは、コ

ンソーシアムを構成する各社の財務状況に

まで及ぶこととなる。

コンソーシアムを構成する各社の財務状

況のモニタリングは、公認会計士協会が公

表した「継続企業の前提に関する開示に

ついて（監査基準委員会報告第74号）」

（以下、報告書）が参考になる。報告書では

継続企業の前提に重要に疑義を抱かせる

事象又は状況として資料2の項目を挙げて

いる。

報告書ではこれらの項目について検討

を加えた上で、企業の継続性について総合

的に判断するとされている。また、これらの

状況の改善に向けた経営者の対応や経営

計画のについても併せて検討し、企業の継

続性について評価を行うとされている。これ

らの検討はコンソーシアムを構成する企業

の継続性を評価する場合にも有効である。

PFI事業は、事業計画立案段階を公共

部門がにない、それ以降、設計、建設、運営

段階を民間企業が担う。そうすることで民

間企業は設計段階から事業完了までの全

体を通じて事業の最適化を図ることができ

る。民間企業は効果的、効率的な運営がで

きるように設計段階から工夫を凝らすこと

になる。PFI事業では公共部門は運営段階

において公共サービスを購入することとな

る。したがって、公共部門の役割として運

営段階においてあらかじめ定められた要求

水準が達成されているかを監視することが

重要となる。また、PFI事業で提供される公

共サービスの多くは住民にとって不可欠な

ものであることが多い。運営期間途中で

PFI事業が行き詰まれば、公共部門の負担

に跳ね返らないとも限らない。したがって、

運営期間中に問題が生じた場合、公共部

門としても、より早期の対応が必要となる。

そのためにもモニタリングの実施は不可欠

である。また、運営期間が長期に及ぶこと

を考慮すると予想し難い課題に直面する

ことも考えられる。そのためには、モニタリ

ングの実施と併せて公共部門と民間部門

とで「協議会」を設置することも有効であ

る。PFI事業の成否は、公共サービスの安

定的、継続的な提供をいかに担保するかに

かかっている。
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①サービスの内容と質（要求水準）
（a）要求水準・測定指標（判断基準）の設定

②サービス水準の測定・評価（モニタリング）
（a）公共サービスの提供の履行状況の測定、記録

（b）報告方法や費用分担等の検討

③サービス対価支払
（a）要求水準を満たさない場合等の支払額（減額）

（b）改善期間等の設定

財務指標関係
●売上高の著しい減少
●継続的な営業損失の発生又は営業キャッシュフローのマイナス
●重要な営業損失、経常損失、当期純損失の計上
●重要なマイナスの営業キャッシュフローの計上
●債務超過

財務活動関係
●営業債務の返済の困難性
●借入金の返済条項の不履行や履行の困難性
●社債等の償還の困難性
●新たな資金調達の困難性
●債務免除の要請
●売却を予定している重要な資産の処分の困難性
●配当優先株式に対する配当の延滞又は中止

営業活動関係
●主要な仕入先からの与信又は取引継続の拒絶
●重要な市場又は得意先の喪失
●事業活動に不可欠な重要な権利の失効
●事業活動に不可欠な人材の流出
●事業活動に不可欠な重要に資産の毀損、喪失又は処分
●法令に基づく重要な事業の制約

その他
●巨額な損害賠償金の負担の可能性
●ブランド・イメージの著しい悪化

通常時の公共サービスの
水準維持の仕組み

資料 1

継続企業の前提に
重要な疑義を抱かせる事象

資料 2

参考：「モニタリングに関するガイドライン」（民間資金等活用事業推進委員会）

参考：「モニタリングに関するガイドライン」（民間資金等活用事業推進委員会）
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